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経済論叢(京 都大学)第159巻 第3号,1997年3月

中国 の マ ク ロ経 済政 策 ス タ ンス に関 す る

政 治 経 済 学 的 ア プ ロ ーチ:実 証 と理 論

鍾 非

1は じ め に

1984年10月20日 の 中国 共 産 党 第12期 三 中全 会 にお い て 「経 済体 制 改 革 に 関す

る決 定」 が公 布 され,こ れ まで 農村 部 を 中心 に進 め られ て きた経 済 改革 が都 市

部 にバ トン タ ッチ され た 。 都 市 部 の経 済 改 革 の 中枢 で あ る物 価 改 革 の 浸 透 に

よ って,こ れ ま で の抑 圧 さ れ た イ ン フ レー シ ョ ン(repressedin且ation)ヵ:顕

在 化 し始 め た ㌔

・一方
,改 革 開放 以 来 概 ね 順 調 な 伸 び を 示 して い る 中 国 の経 済 成 長 は,趨 勢 的

に今 後 も続 く と考 え られ る2:。時 系 列 的 に総 じて プ ラス の相 関 関 係 にあ る 中 国

の経 済成 長 と物 価 上 昇 に着 目す れ ば,イ ンフ レー シ ョンを ,中 国経 済が 不 足 経

済(Kornai,1980)に 別 れ を 告 げ よ う とす る過 程 に お け る必 然 的;構 造 的 プ ロ

セ スで あ る とい う観 点 か ら建 設 的 に認 識 出 来 るの で は な いか と筆 者 は考 え る5〕。

イ ン フ レ無 き経 済成 長 の現 実 性 を疑 問 視 す る立 場 か ら,イ ンフ レ抑 制 策 を含

1)中 国の抑制された インフレー ションの定義及 び計算 方法等 につ いては,Hsiao〔1971)を 参照

されたい。

2)ス イスの有力 ビジネススクールであ る国際経営 開発研 究所(IMD)が96年5月26日 に発表 し

た96年 度 の「世 界経済競争力報告」によると,中 国 は総合順位で95年 の31位 か ら26位 に.ヒ昇 した他,
「国内経済の力強さ」 では95年 に続 き1艮界2位(ア ジアで1位)の 座をキープ してい る。

3)Fiseher(1993〕,Md重zer(1993>で は,イ ンフ レが経済成長 にマ イナスに働 くことが クロス

カン トリー分 析で明 らか にされ た。例 えばM駐1tzer(1999)の100力 国(中 国を含 まない)に 関

す る実証結果によれば,1%の インフレ率は平均的に一〇.02%の マイナス経済成長 を伴 う。 しか

し,改 革 ・開放 以来の中国のマ クロ経 済成長に インフレが結果的に マイナスに働 いているとの結

論は考えに くい。物価上昇が価格改革 と深 く関わ っているとの観点 に立てば,イ ンフレが供給側

に刺激を与え,寧 ろ経済成長 にプラスに寄与 しているとさえ考え られ よう、

.

ー

ー
.

一

網

.

{



中国のマクロ経済政策スタンスに関する政治経済学的アプローチ(189)55

む マ クロ経 済 政 策 ス タ ンス の あ り うべ き姿 を探 ろ う とす る と ころ に本 論 文 の 目

的 が あ る。

本 論 文 の構 成 ば次 の通 りで あ る。11で は まず,イ ン フ レー シ ョ ン と経 済 成

長 とが総 じて プ ラ ス の相 関 関係 に あ る こ とを概 観 す る。 そ して,相 対 的物 価 変

動 度 と イ ンフ レ率 との 関係 や,政 府 の マ ク ロ経 済 政 策 の 短期 的効 果 等 を考 察 す

る こ とに よ り,.相 対 的物 価 変 動 度 か らみ た 政 府 の イ ン フ レ制 御 力 の低 下 や イ ン

フ レ無 き経 済 成 長 の 難 し さ等 を浮 か び上 が らせ る 。IIIで は,イ ン フ レー シ ョ

ン と経 済 成 長 の トレー ド ・.オフを制 約 条 件 とし,民 衆 の信 頼 度 最 大 化 を 目指 す

政 府 の選 好 関 数 に関 す る最 適 制御 分 析 を試 み る4}。民 衆 の記 憶 減 退 率(therate

ofdecayofmemory)の 程 度 如 何 に よ っ て,政 府 の 政 策.スタ ンス の あ りうべ き

姿 が どの よ うに 変 わ る か につ い て理 論 的 に検 討 す る,結 び のIVで は,政 治 経

済 学,マ クロ経 済 学 の オ ー ソ ドックス な理 論 を簡 略 に踏 ま え,今 後 の研 究 課 題

につ い て展 望 的 に論 じて み る。

11経 済成 長 と イン フレ ー シ ョン に関 す る実 証的 考 察

(1).イ ンフレー ション と経済成長の相関関係 について

図1(a.,b)で は,実.質GNP,1人 当 た り実 質GNP,GNPデ フ レー ター

の推 移 及 び そ れ らの対 前 年 度 伸 び率 の 推 移 を 図示 して あ る。 これ ら を見 れ ば,

実 質 生 産 と物 価 が ほ ぼ一 致 した 上 昇 傾 向 を辿 って い る こ と,及 び両 者 の 伸 び 率

に も一 定 の連 動 性 が あ る こ とが 読 み 取 れ よ うD相 関係 数 を計 算 して み る と,実

質GNP(1人 当 た り実 質GNP)とGNPデ フ レー ターで は0.983(0、979),

同 伸 び 率 で は0.300(0.321)と 分 か り,経 済 成 長 と イ ンフ レー シ ョン の 間 に

あ る程 度 の相 関関 係 が あ る と判 断 で きる 。

鉱 工 業 生 産,農 業 生 産 及 び社 会 商 品販 売 の 名 目 値(NY>と 実 質値(RY)

4)最 適制御 の理論 を初め『⊂政治経済学 の領 域に応 用 した例はN〔brdha聞(:1975)が 挙 げられ る。

IIIの 理論 的枠組 みはその論文 とある程度類 似 してい るが,定 式化及び議論の進め方等は異 なワ

てい る。
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図1(a)実 質GNP,1人 当 た り実 質GNP,GNPデ フ レー タ ーの 推 移
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図1〔b〕 実 質GNP,1人 当 た り実 質GNP,GNPデ フ レー タ ー の 対 前 年 度 伸 び 率 の 推 移
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(出 所)r中 国 統 計 年AJ96年 版.『 中 国統 計 摘 要」96年 版 な どに よ り筆 者 整 理,作 成 。

とか らそ れ ぞ れ の デ フ レー ター を算 出 した う えで,価 格 弾 力 性 の推 計 値 を纏 め

た の が 表1で あ る 。1978年 以後 の価 格 弾 性 値 が何 れ も プ ラス に転 じてい る こ と

に注 目す れ ば,改 革 ・開放 及 び物 価 改 革 以 来,工 業 ・農業 セ ク ター と商 品 市場

の成 長 が 概 ね 物価 上 昇 を伴 っ て い る もの と考 え られ る。1952-77年 の 問 の マ.イ

ナ ス の価 格 弾 性 値 を,商 品 配給 制,買 い 物 行 列,供 給 側 の 低迷 とい った 不 足経

済 な らで は の 現 象 と考 えれ ば,78年 か らの物 価 上 昇(イ ン フ レ)が 実 質 生 産 及

び商 品.市場 に お け る供 給 側 の成 長 に寄 与 した と も言 え る。
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表1実 質鉱工業生産高,実 質農業生産高及び社会商品

実質販売の価格弾性値(η)の 推計結果5〕

1952-94年 1952-77年 1978-94年 1984-94年

実質鉱工業生産

実 質 農 業 生 産

社会商品実質販売

O,348(0.49)

一〇,228(0.ア8)

一6 .416{一5,83)

一一1 .245(一2.30)

2.236(6.18)

0,547(6.09)

O.857(3.52)

2.540(14.23)

O.475(]0,98)

Q.627(4.67)

(注)1,推 計式 はIn(RY)=C+ηln{P)。

2.P=RY/NY

3.(}内 は τ 値 。

4.推 計 方 法 は 躍 ム 法 。

表2 相対的物価変動度の推計結果

従属変数 定 数 項 OP, DDP, R'

σ(1) 1.83 0.59 0.76

(2,71) (0,⑪9)

Do(1) 0.30 0.29 0.17

(1.02) (0.17)

σ(2) 4.65 O.42 0.27

(5.13) ⑩.26)

Do(2)
一 〇.02

(0.37}

0.89

〔0.23)

0.72

σ(3) 534 0.54 0.60

(4.09) (0.11)

Da(3) 0.12 0.48 0.54

(0.89) (0.12)

σ④ 1.94 0.53 0.77

(2.40) (O.08>

Du④ 一 〇.01 0.45 0.45

(0,65} (0.14)

(注)1.PP貯=ln(P/P躍,.且),万 戸r,=三 ΣDPI,,σrr=[Σ(ρPI,_万 戸,謬月 参
じ

2.DDP,はDP,の 変 動 率 を 示す 。

3.σ(1)～ σ(4)は.全 国小 売 物 価,全 国 消 費者 物 価,農 産物 買 い上 げ物 価,

産 業 別 鉱1:業 製 品 出 荷価 格 の相 対 的 価 格 変 動 度 を示 す 。

1)σ(1>一Dσ 〔4)は σ(1)～ σ(4)の 変 動 率 を 示 す 。

4.(1)一(4〕 の サ ンプ ル数 〔i)は そ れ ぞ れ11,9,22,15。

5.(1)と(3)の 推 定 用 聞 α)は1978-94年1.(2}と(4)の 推 定期 間 は そ

れ ぞ れ1985一 一94年,1979-94年 。

6.〔)内 は標 準 誤 差 。
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内

5}農 楽生産の デー タが不完全なため,・ 部 の推計 は出来 なか った.
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② 相 対的物価変動度 からみ た政府のインフレ制御 力

Glejser〔1965〕,Parks〔1978〕,Domberger〔 ユ987〕 ら の,主 に ミク ロ デ ー

タ に基 づ い た 実 証 分 析 結 果 で は,商 品 間 の 相 対 的 物 価 変 動 度(relativeprice

variability)と イ ン フ レ率 との 間 に 正の 相 関 が 存 在 して い る と指 摘 され てい る。

中 国 政 府 が価 格 に対 して多 大 な影 響 力 を 及 ぼ し うる との認 識 か らす れ ば,マ ク

ロ レベ ル の諸 価格 の相 対 的 物 価 変 動 度 と イ ン フ レ率 との関 係 を調 べ る こ とに よ

り,政 府 の価 格 を コ ン トロ ー ルす る力量 を 間接 的 に測 る こ とが 出 来 よ う。

表2で は,全 国小 売 物 価,消 費 者 物 価,農 産 物 買 い上 げ価 格,産 業 別 鉱工 業

製 品 出荷 価 格 の 相 対 的価 格 変動 度(同 変 動 率)を,イ ン フ レ率(同 変 動 率)に

OLS法 で 回 帰 した 結 果 を纏 め て あ る 。程 度 の 差 こそ あ る もの の,相 対 的 価 格

変動 度(同 変 動 率)は イ ンフ レ率(同 変 動 率)に ほぼ プ ラ スに 連動 して い る こ

とが 分か る。 そ の意 味 で は,イ ン フ レの進 行 に伴 っ て 中国 政 府 の価 格 統 制 力 が

低 下 して い るので は ない か と推 測 出 来 よ う。.

〔3)マ クロ経済政策の短期的効果 について

表3で は,1984-95年 に お け る 中 国 政 府 の物 価 に 関す る重 要 な決 定 と措1置,

政 策 決定 時 の政 治 的 ・経 済 的 背 景 等 を ピ ック ア ップ してい る。 また,政 策発 表

後3ヶ 月 目 の 全 国小 売 物 価 及 び実 質 鉱 工 業 生 産 の 対 前 年 同 期 比 と,政 策 発 表

3ヶ 月前 の それ ら とを比 較 す る こ とに よ り,経 済 政 策 の短 期 的 効 果 を評 価 して

い る。 表3で 最 も関 心 を 引 く事 実 は 下記 の2点 で あ る。

(i)1984年 か ら始 ま った 物 価 改 革 の浸 透 に よ りイ ン フ レ傾 向 が定 着 して い る

た め,強 引 な イ ンフ レ抑 制 策 の 短期 的効 果 は必 ず しも芳 し くな い6)。

㈹ 景 気 引 き締 め の 局 面 にお い て は,物 価 上 昇 を押 さ え なが ら経 済成 長 率 を

引 き上 げ た,い わ ゆ る引 き締 め 政策 が奏 功 した の は95年10月 の 一 回 しか 観

察 さ れず,イ ンフ レ無 き経 済 成 長 の 難 しさが 垣 間見 え る%

6)非 公式的な見方で はあ るが,89年 の天安門事 件の遠 因には当時の過度な引 き締め政策によるデ

フレの影響がある。
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衰3中 国政府の主な経 済政策及 び効果(1984-95年)

経 済 背 景[重 要な決定及び主な措置i 実際の影響/理想の影響
.達成度
評価

84$10{3鮒 部を中心に癌 ぞ

きた経済改革が.都市部

に移る

第12期3中 全回 にお いて政府が

「経済体制改革に関する決定」を

発表

G:〔+3ソ(一3)=i↑1τ ↑

P:〔+3)〆(一3}=桝

◎

87年9月 趙紫陽総理が価格改革

に積極的に取り込む

国務院が 「中華人民共和国価格管

理条例」を公布

G:(+3)/〔 一3)=レ ↑↑

P:(+3)/(一3)=↑ 〆↑

X

88年6月 物側改革の進化 に伴い,

インフレが台頭

「物価委員会」が発足,商 品価格

の自由化が加速

G=(+3)/ト3)=↑/↑T

P:(+3ソ(一3)=↑ ↑/↑

Q

88年9月 イ、フレ高訓 第1線 中全回で1李鵬翻 ・

「経済環境の整舗及び経済秩序の

整頓.」を宣言

G;〔+窩)/(一3)=t/↑ τ

P:〔+3)/〔 一3)=η4

×

89年/1月 天安門事件後,国 有企

業の経営が悪化,景 気

低迷

人民銀行,工 商銀行がそれぞれ

1000億元,130億 元を緊急融資

G:〔+3)!(一3〕=レ ↑↑

P:〔+3)〆(一3)=↓ レ ↓

△

92年2月 「整理・整頓iに 終止符

が打たれる

郡小平の 「南方講話jが 飛び出 し,

景気回復 に弾みがっ く

G:(+3)/〔 一3)=↑ ↑/τ↑

Pコ(+3)/〔 一3)=↑4

Q

93年6月 経済全体がバブル状態

に陥る

李貴鮮人民銀行行長が引責辞任,

朱銘基副総理が兼任行長に赴任

G:〔+3ソ(一3)=↓ レ↑

P:(+3ソ 〔一3)=t/11

X

94年4月 インフレ猛進 李鵬総理が全人大の政府活動報告

でインフレ傾向を牽制

G:〔+3)/ト3)=↓ レf

P:(+3)〆 〔一3)=レ ↓↓

X

94年8月 インフレ高止 まり 李鵬総理が22日 に新聞,ラ ジオ,

テ レビ等を通 じて副食品などの指

導価格を発表

G:〔+3)/〔 一3)`↑ 桝 ↑

P:(+3)〆(一3)=桝

△

95年10月 引 き締めの効果が浸透,

金融緩和の要望が台頭

政府が一.部の国有企業に向けて

融資優遇措置を実施しながら,

インフレ押割の姿勢を堅持

G=(+3)〆 〔一3)一 ↑/↑↑

P:〔+3)〆(一3>=↓ ↓/↓

○

(注)1.PとGは,全 国小売物価 と実質鉱.[業 生産の村前年 回月比 を示す。

2,↑,↓,↑ ↑,1↓ は上昇,下 落,大 幅上昇,大 幅 ド落をそれぞれ意味す る。

3.Xは 政策効果が逆.若 し くは全 くない;△ は予期された政策 目標 こそ達成 出来 なか っ

た ものの,結 果 はあ る程度合理的;⊂)は 理想 の政策効果に は及ばない ものの,政 策 目標

は一応達 成された;◎ は政策の理想的 目標が達 成された,を それぞれ意味する暢
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m経 済成長 とインフレーションの最適制御に関する理論分析

GoodhartandBhansali〔1970〕 ,FreyandSchneider〔1978〕 及 びFischer

andHuiz垂nga〔1982〕 らの 実証 研 究 で 裏 付 け られ た よ うに,民 衆 の 政 府 へ の 支

持 率 は 景気 刺 激 策,イ ンフ レ率 に そ れ ぞれ プ ラス,マ イナ スに 連 動 す る 。 中 国

で は,そ うい った 実証 研 究 は政 治体 制 上 の問 題 も絡 み 技術 的 に 困難 で あ る も の

の,高 成 長 ・低 イ ン フ レ とい う政 府 のマ ク ロ政 策 ス タ ンス に対 して民 衆 が何 ら

か の形 で 支 持 す る反応 を示 す もの と判 断 で き よ う。 とす れ ば,イ ンフ レ無 き経

済 成 長 を 目指 す と こ ろに 巾 国政 府 の経 済 政 策 ス タ ンス の大 義名 分 が あ る と考 え

られ る。 以 下 で は,中 国 の マ ク ロ経 済の フ レー ム ワー クを 設定 した うえで ,イ

ン フ レ と経 済 成 長 の最 適 制 御 に 関す る理 論 分 析 を 進 め る こ とに した い。

一

.

ー

-
.

(Dマ クロ 経 済 の フ レー ム ワ ー ク

イ ン フ レ率 と失 業 率 が トレー ド ・オ フの 関係 に あ る こ と は理 論 無 き計 測 の代

表 例 と して 知 られ て い る 。 ま た,Friedmanら の研 究 に よれ ば,短 期 的 に は勾

配 が緩 や か なPhillips-curveが 存 在 す る もの の,長 期 的 に は,期 待 を織 り込 ん

だPhillips-curveは 垂 直 と な る。 政 治 経 済 学 の 領 域 で は,選 挙 で得 票 を 得 る た

め に,与 野 党 が 競 って 物 価 上 昇 を低 め に誘 導 しなが ら も,失 業 率 を極 力 押 さ え

7)1996年3月5日 に北京で開かれ た第8回.全 国 人民代表大会第4次 会議 において,李 鵬首相が報

告 した「関与国民経済和社会発展"九 五"計 画和2010年 遠景 目標綱 要的報告」 及び3月17日 に採

択 された同具体案 では,"九 五"で は8%の 年平 均成長率 を目指 し,2⑪00年 のGNPを8.5兆 元

(95年価 格表示}に 引 き上 げるほか,2010年 のGNPを2000年 のそれ をさらに倍 増させる とい っ

た経済成長に関する長期 的目標 を立 てた。 インフレ抑制に関 しては.合 理的 な措置 によ りインフ

レ率が経済成長率を上回らないようにす るとイ ンフレ抑制の姿 勢を滲 ませ なが らも.具体的な イン

フレ抑制の 目標値 につい ては明言 を避 けた。 また,'F九 五"期 間 中のマ ネーサ プライ政策 に関 し

ては,適 宜引 き締め政策 を取 り,勝 義のマ ネーサ プライ及び広義 のマ ネーサ プライの年平均 増加

率をそれぞれ18%,23%に す る計画 を示 した。

9)表3で 経 済成長率下落幅以.Lの インフレ縮小幅 が観察された89年11月 と,イ ンフレL昇 率 以上

の経済 成長率が観察 された94年8月 の政策 目標達 成度に△ を付 けたのは,そ れ らの組 み合わせ が

必 ず しも全 ての民意 に反 した ものではない と想定 しているか らで ある。例えば,イ ンフ レのマイ

ナスの側 面をよ り重要視ず る人々な らば,イ ンフ レの下落率が経済成長率のそれを上 回るならば,

経 済成 長率の下落 を甘受す ると考え られよ う。

一
.

-
.



中国のマクロ経済政策スタンスに閲す る政治経済学的アプローチ 〔195)61

る政 策 を打 ち 出 した り,成 長志 向型 の政 策 ス タ ンス を鮮 明 にす.る傾 向 が 屡 々 見

受 け られ る。

1980年 代 に入 る と,中 国都 市 部 へ の人1読 人 や 国有 企 業 の効 率 化 政 策"の 推

進 等 に よ り,都 市 部 を 中心 に失 業 者が 顕 在 化 し始 め た。 しか し,社 会 主 義 市場

経 済 を押 し進 め て い る中 国 の マ クロ経 済 を分 析 す る際 に,失 業 を 資 本 主 義 経 済

の 場 合 と同 一 に取 り扱 うに は二 つ の 難 点 が付 きま と う と筆 者 は 考 え る 。 第 一 に,

そ もそ も失 業 とは資 本 主 義 経 済 の不 況 の深 刻度 を端 的 に表 す 用語 で あ り,社 会

主 義 経 済 の 中 国で は生 産 性 が 低 くて も失 業 者が 出 な い との 認 識 が,少 な く と も

'80年 代 前 半 まで 中 国 の 理 論 経 済 界 に相 当 根 強 く存 在 して い た
。 第 二 に,国 有

企 業 の 効 率 化 に よ る失 業増 大 が 必 ず し も景 気 の低 迷 を反 映 して お らず,失 業率

をマ ク ロ経 済 政 策 の パ フ ォー マ ンス のパ ラ メー タにす る根 拠 は必 ず しも明 白 で

は な い1%以 上 の 難 点 を 避 け る為 に,本 論 文 で は 失 業 率 の代 わ りに,経 済 成長

率 を モ デ ル に導 入 す る 。従 っ て,失 業 と イ ン フ レの トレー ド ・オ フの 代 わ りに,

経 済 成 長 と イ ン フ レの トレー ド ・オ フを想 定 してい る。

マ ク ロ経 済 の フ レー ム ワー クの定 式 化 は,下 記 の 通 りで あ る。

賃 金 上 昇 は,所 得 及 び物 価 上.昇の 関数 で あ り,物 価L昇 が 賃金 に マ ー ク ア ッ

プさ れ る と仮 定 す れ ば,

7W=∫(γ)+λ リ(1)

π=n.一a(2)

4レ溜=γ(π 一レ)(3)

と書 け る。 こ こで は,恥 は 賃 金 の 変化 率,}7は 実 質所 得 の 変 化 率,り は期 待

イ ンフ レ率,π は イ ンフ レ率,α は生 産 性 上 昇 率 で あ る。(1)～(3)式 よ り,

η=八 玲+)Y,(4)

P虚=γ(π8一 り2)(5)

9)そ れを人員削減政策 と理解 して良い。

10)例 えば,低 成長 ・低 インフレの1990年 における中国都市部の失業者数,失 業率はそれぞれ383.2

万人,2,5%で あ ったのに対 して,高 成長 ・高.インフレの1994年 における中国都市部 の失業者数,

失業率はそれぞれ476.4万 人,2.8%を 記録 した。

.

E

区営
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を 得 る 。 こ こ で は,ブ ■>0,0〈 λ<1,γ>0と す る 。

(2)信 頼度最大化に基づく政府の選好関数

中国政府が政権を維持するにあたって,最 も関心を払わねばならないのは,

経済成長率及びインフレ率であると想定する。数千万もの党員を擁する中国共

産党の勢力と権力か ら考えれば,選 挙戦での 「得票最大化」の代わ りに,「信

頼度最大化」を政府の選好関数に暗黙的に盛 り込んだ方が尤もらしいであろう。

政府及び党の信頼度を強固なものにするためには,経 済成長率を高めに維持 し

ながらも,イ ンフレ率を緩やかにしなければならない。従って,社 会的信頼度

の最大化を目指す政府の選好関数は下記のように書ける'り。

σ=U(Y,π)(σF>0,σ 。<0)(6)

〔3)政 府 の 選 好 関 数 に つ い ての 最 適 制 御 分 析

ま ず,靴 レ を そ れ ぞ れ 制 御 変 数 状 態 変 数 と 設 定 す る 。 π は 状 態 変 数 で も

な け れ ば,制 御 変 数 で も な い'%

次 に,民 衆 は 意 思 決 定 を 行 う に あ た っ て,政 府 の 最 近 の 政 策 ス タ ンス を 最 も.

重 要 視 す る と仮 定 す る 。 従 っ て,[0,7]期 間 内 に お け る ひ(y,π)の 現 在 割

引 値 は ひ(r,π)exp(一 π)で は な く,σ(y,π)exp(")と な る 。 グは 通 常 の

割 引 率 で は な く,民 衆 の 「記 憶 減 退 率 」(therateofdecayofmemory)を 意

味 す るL㌔

Nordhaus〔1975〕 で は,〆 を 設 定 す る こ と に よ っ て,将 来 の 政 策 ス タ ン ス

を よ り重 要 視 す る 選 挙 民 か ら の 得 票 を 掻 き 集 め よ う と,選 挙 の 当 初 に 低 め の 政

策 目標 を 掲 げ,選 挙 が 進 む の に つ れ て 目 標 値 を徐 々 に切 り.Lげ て い く とい う,

11)近 年 において,上 海.市,広 東省 といった改革 ・開放の先進地域 と内 陸部 との経 済格差 が拡大 し

つつあ ることを勘案すれば,地 域経済格差 の縮小を も政府に対する信頼 度形成 のプロセス.に織 り

込 んだ方が現実的であるが,モ デル性 質上 の制約 もあ って,そ れを取 り上 げない ことをお断 りし

たいり

12)任 意 の時点 におけ るr,レ が決まれば,π は自ずか ら決ま るか らで ある.

13)Nordhaus(1975)で は ゼアEを経済的 ウエーテ ィング,ε月を政治的 ウェーーテ ィングとしているゆ

潮



中国のマクロ経済政策スタンスに関する政治経済学的アプローチ(197)63

ま さに 選挙 の 為 の政 治 的 サ イ ク ル を作 り上 げ る候 補 者 の 行 動 パ ター ンを 説 明 し

て い る。 本 論 文 で は,民 衆 の信 頼 形 成 の プ ロセ ス を 「記 憶 減 退 的 」 と設 定 す る

こ とに よ り,政 府 が 多段 階 にわ た って経 済成 長 の 目標 や イ ンフ レの 許 容 範 囲等

を試行 錯誤 的 に 決 め られ る よ うな,政 策 ス タ ンス のあ り うべ き姿 を 浮 か び.トが

らせ た い。 過 去 の政 策 よ り近 い 将 来 実 施 す るで あ ろ う政 策 の 方 が,民 果 の政 府

に対 す る信 頼 形 成 に役 立 つ な らば,政 府 が頻 繁 に政 策 ス タ ンス の変 更 と微 調 整

を行 う誘 因 を考 え易 い で あ ろ う。

政 府 が社 会 的信 頼 を獲i得す るた め の最 適 制 御 シス テ ムぽ 下 記 の よ うに書 け る。

max(・,π 脚

S.t.π=∫(y)十 λレ

4癩'=ナ(π 一り)

andレ(0)=レ 。 レ(T)=F(任 意)(レ 。,Tは 所 与)(7)

(7)の 最 適 解 を 明 示 す る た め,関 数 〔ぺ 「,π〉及 び π を下 記 の よ う に定 式 化

す る。 イ ン フ レ率 を出 来 るだ け押 さ え なが ら も,経 済 成長 率 の下 落 を最 大 限 に

回避 しよ う とす る政 府 の 基 本 的 な政 策 ス タ ンス は(8)式 よ り想 像 で きる。

σ(Y,a)=一r-3-Mπ(M>0,S≧O)(8)

π=(ノV十 」L】♂)一十一λレ(N,」L>0,0〈 λ〈1)(9)

(8)式 と(9>式 を(7>に 代 入 して,(7)を 下 記 の よ うに具 体 化 す る こ とが で き

る。

m・x∬ ・(一 ・… 桝 一班 ・一M・ ・)酔・'

3.t.り=γ[N十LY一(1一 え)レ](10)

(10)のHamilton関 数Hは,下 記 と な る 。

1f=(一r-s一 溜 〉一MLY-M2レ)exp(7の 十 ξγ[ハr十L}7一(1-A)レ]

(11)

(11)式14ぽ り,

器 一(・・一 皿 …+ξ ・・一・(・2)

14)Hamilton関 数Hで の ξは,状 態 変 数 ッ(')のshadowpriceで あ る。
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を 得 る こ とが 出 来 る 。(12)式 よ り, 　ユ
・(の一[ML一 ξγLξxp(}")1(・3)

を 得 る 。 な お,(12)式 よ り,∂21罪 ∂「』 一 ∫(∫+1)p-s一'exp(π)〈0が 分 か り,

任 意 の 時 間 点 に お け るHamilt・nian最 大 化 の 十 分 条 件 が 保 証 さ れ て い る こ と

が 確 認 で き る。 補 助 変 数 ξ の 満 た す べ き微 分 方 程 式(随 伴 方.程 式)は,

ξ=一 ∂1顎/∂v=Mdexp(7の →一ξγ(1-2)(14)

と 書 け る.(14)式 よ り,ξ の 一 階 微 分 方 程 式 を 得 る 。

ξ一 ξγ(1一 λ)ξ=Milexp(κ)(15)

(】5)式 の 確 定 解 及 び 特 殊 解 は そ れ ぞ れ ξ。=Aexp{γ(1-r2)},ξ=(M2/8)

exp(7の(A=任 意 の 実 数,8≡(γ 一 γ+2r))で あ る 。 ξ(の の 一 般 解 は,

ξ(')=Aexp[γ(1一 λ)']十(MA!召)exp(ア の(16)

と 書 け る 。7「 が 所 与 と さ れ た た め13,垂 直 的 終 点 ラ イ ン 問 題(vertical-

terminal-fineproblem)の 横 断 条 件 と して,ξ(')=0を 設 定 す る こ とが で き る 。

'=Tを(ユ6)式 に 代 人 し,ξ(の を 横 断 条 件 で 解 け ば,A=一(M2/B)exp(rT)

を 得 る 。 従 っ て,随 伴 軌 道 の 最 適 解 は 下 記 と な る 。

ξ*(')置(Mλ ∠8}{exp(κ)一exp[BT+7(1一 λ)彦】}(17)

(17)式 を(13)式 に 代 入 す れ ぼ,最 適 制 御 変 数 の 解

ヰユ
・・(t)=[MLB　 γ典 甘P.(B(T一 の)]]而(・8)

を 得 る 。

(ユ0)の 制 約 条 件 シ に(18>式 を 代.入 し て 整 理 す れ ば,最 適 期 待 イ ン フ レ率 レ*

の 微 分 方 程 式 はF記 の よ う に 書 け る 。

】♪*α〉一トγ(1一 λ)り*(の=γ(1V十LY*(の)(19>

(19)式 及 び り の 境 界 条 件 よ り,

レ*(の=(u,一 θ)exp[一 γ(1-A)ゴ 】十 θ(20>

15)Tが 所与 とされ ることは..(有 形 ・無形な)政 府信頼度 調査が7「 午後 に実施 される と理解 で き

よう。

ヨ
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(但 し,θ=(N+L}7*('))[γ(1-2)]一 う

を 得 る 。(20)式 を(9)式 に 代 入 し て 整 理 す れ ば,現 実 の イ ン フ レ率 の 最 適 軌 道

を 表 す 微 分 方 程 式 を 得 る 。

π*(の=N+LY*(の+2v*(t)

=θ γ(1一 λ)十 え[(v,一 θ)exp(一 γ(1一 λ))十 θ](21)

こ こ で 一Y(1.一 λ)が 十 分 小 さ け れ ば,(り 。一 θ)exp(一 γ(1一 λ〉)を 無 視 し,

(21)式 を

π*(')望 テ『=θ(γ 一 γλ十 λ)(22)

の よ う に 単 純 化 出 来 る 。

以 下 で は,y*(の 及 び π*(の の 軌 道 を 調 べ る こ と に よ っ て.,最 適 な 政 策 ス

タ ン ス の 性 質 等 を 探 っ て み よ う 。

砦 試[　一 醐[1texpBS(B(7一 の)]]一語

。 γ傭 λexp(B(τ 一 の)(23)
∫

do*〆 ヒ趾=.dB/atx(7-Y2十 λ)=(dY*/冨')ム(γ 一 γλ一トλ)/(γ一 γλ)(24)

4π*/冨}!*=L(7一 γλ十 λ)/(γ一r2)≡c(25)

(23),(24)式 及 び β の 定 義 よ り,3gπ(4「*曜 の,5g"(4π*催)を 下 記 の よ う に

条 件 付 きで 確 定 で き る 。

γ>r[1十 λexp(β(T-t)]若 し くは7く γ(1一 λ)な ら ば,

(dY*/冨 の&(do*ん オの く0

γ(1一 λ)く7〈7[1十.iexp(β(T一'))]な ら ば,

(副*履)&(dπ*傭)>O

sgπ(dY*ん の,sgn(4「*/d7[*)及 びsgn(4π*/ゴ の は 無 条 件 確 定 的 で は な く,

民 衆 の 記 憶 減 退 率 の 如 何 に よ ら て 変 化 し う る こ と が 分 か る 。 換 言 す れ ば,民 衆

の 「健 忘 度 」 の 微 妙 な 違 い に 磨 じ て 政 策 舵 取 りの 緩 急 を 微 調 整 し な け れ ば な ら

な い 。 ま た,r(25>式 よ り,



「

66〔200〕 第159巻 第3号

L>(γ 一 μ)/(γ一γえ+λ)な らば,do*MY*>1;

L〈(γ 一r2)/(γ 一Y2+a)な らば ,4π*/WY*〈1

が 観 察 で き る。 これ は,イ ンフ レ上 昇 率 が経 済成 長 率 を下 回 った り,イ ンフ レ

下 落 率 が 生 産 下 落率 を上 回 る よ う政 策 ス タ ンス を 臨機 応 変 に調 節 す るた め に,

関 連 す る諸 パ ラメ ー タを微 調 整 しな けれ ば な らない こ とを 示 唆 す る もの と理 解

で きる 。

dY*及 びdo*の 端 点 値 は(26),(27)式 か ら確 認 で き る。

　ユ
・・(・)一[塑 　醐 誌+exp(BT)ユ]飛

　し
・・(・)一[MLB-2rLMdli++=BS・(26)

17*(0)=θ(0)(γ 一γλ十λ);17*(τ)=θ(T)(7一 γλ十λ)(27)

dY*,do*の 最 適 軌 道 の勾 配 の変 化 率 の符 号 は 必 ず し も明 確 で は な く,民

衆 の 記憶 減 退率 に大 き く左 右 され うる こ とが(28),(29)式 よ り見 て取 れ よ う。

望 一 一dY*dt×{(2+s)pLM)expS(1+S)("(T-t))

・MLB一 γ塑[1+expBS(β(τ 一の)]]→ ・・}(28)

42π*纏2=(42}7*燐2)L(γ 一 γλ+W(γ 一 γλ)(29)

審(`羨*)一(・ 一')張 工・審(響)一 幕(4差*)・c(・ ・)

な お,記 憶 減 退 率7が ゴ}ノ*,4π*の 最 適 軌 道 の 勾 配 に どの よ う に影 響 す る

の か は,(30)式 よ り確 か め る こ と もで き る。 最適 軌 道 の勾 配 の 変 化 も,記 憶 減

退 率 の大 小 に よ って左 右 され る こ とが 分 か る 。

己

一

〔4)あ りうべき政策 スタンスの纏 め

最適 制 御 分 析 の主 な結 果 を整 理 し,政 府 の あ り うべ き政 策 ス タ ンス を 要約 し

た の が表4(a,b).で あ る。
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表4(a〕 政 府 の あ り うべ き政 策 ス タ ンス

①7〈 プ1 ②r,くrく72 ③7>72

(・)ホ(0)<(・)廓(T)

4(・)*〃 ∫〈0

緩 和 策 が 段 々 緩 や か に な る

(・)*(0)〉(・)*(η

6(・ 〉*/認>o

引 き締 め策 が 段 々急 にな る

(・)串(0)〉(・)掌(T)

4(・)*〃'<Q

引き締 め策が段 々緩やかにな る

表4(b)政 府 のあ.りうべ き政策 スタンスに対す る微調整

微 調 整 引 き締めの局面 緩 和 の 局 面

インフレ上 昇率く生産増加率

イン7レ.「 落率〉生産下落率

一
L>(γ 一7λ)/(γ一r2+λ)

L<(γ 一 γλ)/(r一 γλ+λ)

　

〔注)1.r1=γ(1一 λ);施=γ 口 十Aexp〔B(T-q]。

2.こ こで は,引 き締 め 局 面 の イ ン7レ 後退 と緩 和 局 面 の 物 価 上 昇 だ け を想 定 して い る。

㈲ 政策スタンスの政治経済学的含意

表4で 示唆された政治経済学的.含意は,直 感的には次のように理解出来よう。

民衆の信頼度形成のプロセスが記憶減退的であればある程,政 府は当初高めの

政策 ターゲットを設定すればよい。何故なら,初 期の高い目標を段階的に引き

.ドげれば,終 点の成長率及びインフレ率潜程良い水準にまで落ち着 く可能性が

高く,新 たな計画作 りに時間的余裕が出てくる。初期 に低い目標を立て終点ま

で 目標値を直線的に切 り上げると,次 の計画段階の始めに民衆(記 憶減退者)

の新たな期待を満足させるため,途 轍 もなく高い目標を立てることを余儀なく

される.可能性が高い。

中途半端な記憶減退率に基づく民意形成のパターンの曖昧さを断ち切 ったり,

本当の民意形成のパターンを把握するためには,引 き締め政策をジワジワと強

化 していけばよい。記憶減退率が十分大 きければ,今 期の終点に近づいても引

き締め策の効果が効 き過 ぎとなり,趨 勢的,若 しくはサイクル的により高い目

標値を期待する者の願望が叶えられなくなる恐れがある。記憶減退率が十分小

さければ,目 標値を逓減的に引 き上げる政策スタンスは,過 去の実績を重要視

する者に評価されやすいであろう。

生産増加のペースを凌 ぐようなインフレ上昇傾向を景気拡大の局面で断ち

蘇
に
一蓉

σ
薩

露
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切 った り,景 気 引 き締 め の局 面 にお い て イ ン7レ 率 の下 落 幅 が 生 産 下 落率 を上

回 る よ うな 政 策 ス タ ンス に堅 持 す る こ とは,政 策 の信 頼 性 を キ ー プす る際 の重

要 な 微調 整 と言 え よ う。

も っ と も中 国 の現 状 に照 ら し合 わ せ て 言 え ば,イ ンフ レ抑 制,経 済 促 進 の そ

れ ぞ れ の メ リ ッ ト及 び デ メ リ ッ トが特 定 の選 好 順 位 を もって民 意 形 成 の プロ セ

ス に織 り込 まれ れ ば ,定 性 分析 は よ り複 雑 に な る もの と考 え られ る。 また,経

済成 長 を最 優 先 課 題 に掲 げ る中 国共 産 党 内の 急 進 派 と,物 価 安 定 を標 傍 す る穏

健 派 との力 関係 が,政 策 の 立 案 に 多大 な影 響 を及 ぼ しう る こ と も看 過 で きない
i

だ ろ う。

IVお わ り に

経 済成 長 とイ ン フ レー シ ョンを キ ー ワー ドとす る 中国 の マ ク ロ経 済 政 策 ス タ

ンス に 関す る理 論 分.析の 延 長 と して,政 策 ス タ ンスの 政 治 的意 図や 政 策 効 果 な

どに 目 を向 け るの が 自然 で あ ろ う。 以 下 で は,民 主 制社 会 の政 治 経 済 学 及 び マ

ク ロ経 済 学 中 で オー ソ ドッ クス な トピ ックス の 二つ を ご く簡 略 に踏 ま えた うえ

で,'今 後 の研 究 課題 につ い て展 望 的 に論 じて み る。

① 中 国 の マ ク ロ経 済 政 策 の政 治 的 含意 につ い でq。

Downs(1957)が 指 摘 した よ うに,民 主 制 社 会 に お い て も,政 府 の 行 動 を

明 示 す るよ うな経 済理 論 は ご く希 で あ る。 政 府 に固 有 の 機 能 は社 会 的厚 生 の最

大化 とい う共 通 な仮 定 しか なさ れ て い な い ため,民 間経 済 主 体 の行 動 を 説 明す

るい わ ゆ る 自利 心 の公 理 が,政 府 を運 営 す る人 々の 動 機 付 け を殆 ど説 明で き な

いo

しか し,民 主 制社 会 で は,少 な く と も有 権 者 の 投 票 結 果 を通 じて,政 策 ス タ

ンス の一 時 的 正否 に 白黒 を付 け る こ とが 出 来 る。 この 意 味 に お い て は,得 票 最

16)「 単独政党(ま たは政 党の連立)が ,政 府機構を運 営するために,普 通選挙に より選出されて

い る」,「毎回の選挙 で,政 府機構 の支配 を巡 り,競 合する2つ の政党若 し くはそれ以上の政党が

存在す る」 といったDowns(1957)が 定義 した民主主義 政府の必要条件 を鑑みれ ば,現 段 階の

中国政治社 会の民主制 にぽ疑問 を抱か ざるを得ないだろ う。

1

.

1

ー
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大 化 を直 接 目標 と し ない 集権 制 の 中 国共 産 党 政 府 が マ ク ロ経 済 政 策 を計 画 す る

際 に お け る経 済 的動 機 及 び政 治 的 意 図 を探 究 す る こ とは,中 国政 治 経 済 の本 質

を 考 え る うえで も,政 治 経 済 学 の 範 疇 で 政 府行 動 を定 式 化 す る.ヒで も極 め て有

益 で あ ろ う。

② 経 済 政策 の信 頼 性(credibility>,曖 昧 性(ambiguity)に つ い て1%

マ ネ ー サ プ ラ イ増 加 率 等 に関 す る政 策 立 案者 の計 画 値 と,民 間 の 政府 計 画 に

対 す る期待 値 との差 が,政 策 の信 頼 性 の 明 示 的 な パ ラメ ー タ と して計 測 さ れ る。.

政 府 の 政 策 ス タ ンス が い わ ゆ る朝 令 暮 改 で あ る ほ ど,ま た民 衆 の政 策 ス タ ンス

の変 化 に対 す る認 識 が 遅 い ほ ど,政 府 の信 頼 性 が 低 い もの と見 な され る。

一 方
,政 策 ス タ ンス に あ る程 度 の曖 昧 さが あ っ て こそ,政 策 立 案 者 が 「驚

き」(surprises)の タ イ ミ ン グを よ り旨 く コ ン トロ ー ル 出 来 る。 民 衆 の政 策.ス

タ ンス に対 す る合 理 的期 待 に不 確 実 さが あ る程 度増 せ ば,政 府 が 景気 拡 大(引

き締 め)時 に おい て よ り効 果 的 な プ ラス(マ イナ ス 〉 の 驚 きを作 り出 す 余 地 が

広 が る と考 え られ るか らに他 な らない 。

政 治 経 済 学 の枠 組 み及 び様 々 な人 為 的 な 前 提 条件 の 下 で,政 策 の信 頼 性 と曖

昧 さ の最 適 レベ ル に関す る定 式 化 を試 み た うえ で,そ れ を推 計 可 能 な形 に持 っ

て い くの が オー ソ ド ックス な研 究 手 法 で あ る。 実 証 デ ー タの 欠如 とい う制 約 が

あ る にせ よ,中 国 政 治経 済 の実 状 に照 ら し合 わ せ た 数 理 モ デ ル を試 み,そ こか

ら政 策 ス タ ン.スの性 格 を定性 的 に探 っ てみ るの は 興 味 深 い研 究課 題 で あ ろ う。
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